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概要
KAM（Key Audit Matters）とは，監査報告書の記

載項目の一つであり，財務諸表の監査において，監
査人が職業専門家として特に重要であると判断し
た事項を指す．KAMに関する制度的な懸念として，
各上場会社の KAMの内容が定型化又は画一化する
事象がある．本研究では，2021年 3月期と 2022年
3月期における各上場会社の KAMを対象に，前例
踏襲の程度に関する傾向を分析した．実験の結果，
各上場会社の業種や監査人の所属する監査法人に
よって，KAMの類似性の傾向の差異が示唆された．

1 はじめに
上場会社は，年に一度，有価証券報告書を作成

し，金融庁に提出する義務を負っている．また，有
価証券報告書中の財務諸表等は，監査人による監査
証明が必要とされている．有価証券報告書及び監査
人による監査報告書は，金融庁の EDINET1）を通じ
て開示されている．2021年 3月期以降の監査報告書
では，「監査上の主要な検討事項（Key Audit Matters，
以下 KAM）」の記載が原則として求められている．
KAM とは，監査報告書の記載項目の一つであり，
財務諸表の監査において，監査人が職業専門家とし
て特に重要だと判断した事項を指す．KAM等の位
置付けの概要を図 1に示す．

KAMに関する制度的な懸念として，各上場会社
の KAMの記載内容が定型化又は画一化してしまう
現象，いわゆる「ボイラープレート化」が挙げられ
る．KAMの有益性の確保には，その記載において，
「定型化，画一化を避けるべき」であると金融庁の
資料で述べられている [2]．KAMのボイラープレー
ト化には，大きく 2通りの傾向が知られており，各
上場会社の記載が経年変化せずに固定化した内容と

1） https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/

図 1 KAM等の位置付けの概要 (先行研究 [1]より引用)

なる状態を「縦のボイラープレート化」，各上場会
社の記載が横並びで似通った内容となる状態を「横
のボイラープレート化」と呼ぶ [3]．先行研究では，
縦のボイラープレート化に関する計量的な分析が行
われている [2, 4]ほか，監査人が所属する監査法人
単位による横のボイラープレート化の傾向に関する
分析 [1]が行われている．しかしながら，業種別に
見た傾向の分析は限られている．
そこで，本研究では，2021年 3月期と 2022年 3
月期における各上場会社の KAMを対象として，業
種別に縦のボイラープレート化の傾向を分析した．
具体的には，各上場会社の KAMのテキストから単
語頻度に基づくベクトルを 2年分算出し，これらの
コサイン類似度を縦のボイラープレート化の指標と
して見なした．そして，業種別の類似度の傾向を，
統計的な手法を用いて分析した．
また，先行研究 [1]より，横のボイラープレート
化について監査法人単位での傾向が確認できたこと
から，本研究では縦のボイラープレート化に関する
監査法人別の傾向を分析した．

― 2448 ―

言語処理学会 第29回年次大会 発表論文集 (2023年3月)

This work is licensed by the author(s) under CC BY 4.0
 (https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/).



2 関連研究
本章では，KAMのボイラープレート化に関する

計量的な研究について述べる．
先行研究 [1]では，横のボイラープレート化の傾

向を分析し，トピックモデルを用いて，監査人が所
属する監査法人単位での KAM の類似性を検証し
た．監査法人間の類似性を評価した実験では，「大
手監査法人同士は，概ね類似度が低い」という示唆
が得られた．また，著者推定により KAMの類似性
を評価した実験では，「大手監査法人の推定精度は，
準大手監査法人の推定精度よりも高い」という示唆
が得られた．
金融庁 [2]は，縦のボイラープレート化の傾向を

分析し，2020年度に KAMを早期適用した後に監査
人を変更した 1社を除く 47社の上場会社について，
2020年度と 2021年度の KAMの類似性を算出した．
類似度の指標にはレーベンシュタイン距離を用い
た．分析の結果，類似度が 75%以上となったのは 9
社（全体の約 18%）であり，2つの監査法人の KAM
の類似度の平均値と最大値は，他の監査法人のそれ
よりも高い傾向にあった．
あずさ監査法人 [4]もまた，縦のボイラープレー

ト化の傾向を分析し，非上場会社 231社を含む 2,552
社について，2021年 3月期と 2022年 3月期の KAM
の類似性を算出した．類似度の指標は，名詞頻度の
コサイン類似度である．分析の結果，類似度が 70%
未満の会社は約 17%に過ぎず，95%以上の会社は約
36%であった．類似度が 95%以上の会社群において
は，『内容が前年と全く同じか，金額部分など一部
が変わっただけであることを示す』と述べられて
いる．

3 分析用データセット
本章では，本研究に用いた KAMのデータセット

（以下，本データセット）の作成手法や統計情報等
について説明する．

3.1 KAMの概要
有価証券報告書に添付される監査報告書には，

「当期連結財務諸表に対する監査報告書」と「当期
財務諸表に対する監査報告書」がある．本稿では，
「当期連結財務諸表に対する監査報告書」の KAMを
「連結 KAM」，「当期財務諸表に対する監査報告書」
の KAM を「単体 KAM」と呼ぶ．1 つの KAM は，

「タイトル」，「監査上の主要な検討事項の内容及び
決定理由（以下，内容及び決定理由）」，「監査上の対
応」で構成されており，1社につき複数の KAMが
記載されることもある．
本研究では，KAMの前例踏襲の程度を分析する
ため，「内容及び決定理由」と「監査上の対応」につ
いて，前年度からの類似度の傾向を分析した．

3.2 KAMの収集
KAMの前例踏襲の程度に関する傾向を分析する
ため，連結 KAMのテキストを集約したデータセッ
トを作成した．本データセットに用いた文書は，
2021年 3月期と 2022年 3月期の，各上場会社の直
近の有価証券報告書における「当期連結財務諸表に
対する監査報告書」とした．
なお，監査報告書の収集に当たっては，EDINET

APIを利用した．これらの監査報告書を対象に，「内
容及び決定理由」と「監査上の対応」のそれぞれに
相応する XBRLタグを参照することで，各上場会社
の KAMを抽出した．複数の KAMが含まれている
場合は，1つのテキストとして連結した．
また，分析の対象とする上場会社は，以下の条件

を全て満たすものとした．
• 2022年 12月末日時点で，東京証券取引所のプ
ライム市場，スタンダード市場，グロース市場
のいずれかに上場している内国会社

• 2021年 3月期と 2022年 3月期の有価証券報告
書が，2022年 6月末日までに提出されている

• 2021年 3月期と 2022年 3月期の監査報告書に
おいて，KAMが 1件以上記載されている

• 2021年 3月期と 2022年 3月期の監査報告書に
おいて，監査法人が同一である

• 監査法人が次節に示す大手監査法人又は準大手
監査法人である

3.3 監査法人によるフィルタリング
先行研究 [1]に倣い，少数の上場会社しか監査し
ていない監査法人を除外するため，大手監査法人又
は準大手監査法人の KAMのみを抽出した．大手監
査法人とは，「上場国内会社を概ね 100社以上被監
査会社として有し，かつ常勤の監査実施者が 1,000
名以上いる監査法人」を指し，準大手監査法人と
は「大手監査法人に準ずる規模の監査法人」を指す
[5]．この結果，本データセットに含まれる監査法人
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表 1 本データセットの単語数（1,585社分）
内容及び決定理由 監査上の対応

21年 3月 22年 3月 21年 3月 22年 3月
平均値 549.25 555.46 451.90 451.83
標準偏差 297.24 292.64 251.02 249.08
最小値 104.00 116.00 66.00 48.00
最大値 2387.00 2092.00 1898.00 2236.00

は，下記の 9監査法人となった．なお，以降では，
各監査法人の名称は，A法人から I法人のいずれか
に匿名化を施し，大手監査法人は A法人から D法
人，準大手監査法人は E法人から I法人とした．

• 大手監査法人
–有限責任あずさ監査法人
–有限責任監査法人トーマツ
– EY新日本有限責任監査法人
– PwCあらた有限責任監査法人

• 準大手監査法人
–仰星監査法人
–三優監査法人
–太陽有限責任監査法人
–東陽監査法人
– PwC京都監査法人

3.4 業種情報の付与
業種別による傾向の差異を分析するため，各上場

会社に対して 17業種区分に基づくラベルを付与し
た．17業種区分とは，証券コード協議会が「業種別
分類に関する取扱い要領」[6]に基づいて各上場会
社を分類する 33 種類の業種（以下，33 業種区分）
を，17業種に集約したものである [7]．17業種の内
訳は，4章の実験結果と併せて付録 Aの表 4に示す．
なお，上場会社の 33業種区分は，「業種別分類に

関する取扱い要領」に定める所属業種変更基準に該
当すると，変更となることがあり，これに応じて 17
業種区分も変更することがある．本データセットの
業種は，2022年 12月末日時点の業種に統一した．

3.5 本データセットの統計情報
以上の手順によって，「内容及び決定理由」と「監

査上の対応」のそれぞれについて，1,585社分のテキ
ストを収集した．これらのテキストの単語数の分布
を表 1に示す．なお，単語数の算出には，MeCab[8]
及び UniDic2）を使用した．

2） https://clrd.ninjal.ac.jp/unidic/

図 2 本データセット全体の類似度の分布

4 実験
4.1 実験環境
本実験では，本データセットを利用し，「内容及
び決定理由」と「監査上の対応」のそれぞれから，
2021年 3月期と 2022年 3月期の内容の類似度を算
出し，その傾向を分析した．類似度には，あずさ監
査法人の調査 [4]に倣い，KAMのテキストにおける
単語の出現頻度から作成したベクトルのコサイン類
似度を使用した．ただし，抽出した品詞は，先行研
究 [1]に倣い，名詞，動詞，形容詞，副詞とした．
また，業種と監査法人による傾向の差異の有無を
確認するため，「内容及び決定理由」と「監査上の対
応」の各類似度を対象に，業種と監査法人による一
次元配置分散分析を行った．更に，差異がある業種
及び監査法人を確認するため，事後検定を行った．

4.2 実験結果及び考察
「内容及び決定理由」と「監査上の対応」のそれぞ
れの類似度の分布を，図 2に示す．また，これらの
類似度の一覧を，付録 Aの表 4及び表 5に示す．
「内容及び決定理由」の類似度が 95%以上の場会
社は 638社（約 40.3%），「監査上の対応」の類似度
が 95%以上の上場会社は 813社（約 51.3%）だった．
この結果は，あずさ監査法人の調査結果 [4]の傾向
とも合致する，なお，「内容及び決定理由」と「監
査上の対応」の類似度に対する t 検定の結果，「監
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表 2 事後検定で有意差が確認できた業種
低類似度群 高類似度群

ID 業種 ID 業種 p値
03 建設・資材 15 銀行 0.010
04 素材・化学 15 銀行 0.017
07 鉄鋼・非鉄 14 小売 0.017
07 鉄鋼・非鉄 15 銀行 0.003
08 機械 14 小売 0.018
08 機械 15 銀行 0.002
09 電機・精密 15 銀行 0.014
10 情報通信・サービスその他 12 運輸・物流 0.036
10 情報通信・サービスその他 14 小売 0.004
10 情報通信・サービスその他 15 銀行 <.001
10 情報通信・サービスその他 16 金融（除く銀行） 0.041
13 商社・卸売 15 銀行 0.037

査上の対応」の方が有意に類似度が高かった（p値
<0.001）．従って，「監査上の対応」の方が，縦のボ
イラープレート化がより生じている．この理由とし
て，「内容及び決定理由」は外的要因により毎年の
記載内容が変わりやすいものの，それらに応じた対
応には大きな変化は生じにくく，「監査上の対応」
の内容は前例踏襲になりやすいことが考えられる．
以下では，業種別の類似度の傾向と，監査法人別

の類似度の傾向について，それぞれ述べる．

4.2.1 業種別の類似度の傾向
「内容及び決定理由」の類似度 一次元配置分散

分析の結果，p値は 0.001未満だった．従って，本
データセットの「内容及び決定理由」には，業種間
の類似度の平均値に有意差があると解釈できる．
そして，事後検定を行い，有意水準 5%の下で有

意差が確認できた業種の組み合わせを抽出し，表 2
のとおり，類似度の高い業種と低い業種に分類し
た．類似度の低い業種群におけるどの業種も，「15
銀行」との有意差が認められており，付録 A の表
4から「15銀行」は「内容及び決定理由」の平均値
が最も大きい業種であることを踏まえると，業種が
「15銀行」の上場会社は特に前例踏襲の程度が強い
と言える．以上から，「内容及び決定理由」の類似
度は，業種による傾向の差異があると言える．
「監査上の対応」の類似度 一次元配置分散分析

の結果，p値は 0.001未満だった．従って，「監査上
の対応」も，業種間の類似度の平均値に有意差があ
ると解釈できる．
しかしながら，事後検定を行い，有意水準 5%の

下で有意差が確認できた業種の組み合わせを抽出
したところ，このような組み合わせは「03建設・資
材」と「10情報通信・サービスその他」（p値: 0.006）

表 3 事後検定で有意差が確認できた監査法人
低類似度群 高類似度群

区分 監査法人 区分 監査法人 p値
準大手 G法人 大手 A法人 0.037
準大手 G法人 大手 B法人 <.001
準大手 G法人 大手 C法人 0.006
準大手 G法人 大手 D法人 0.033
準大手 G法人 準大手 I法人 0.017

しか無かった．従って，「監査上の対応」における
業種別の類似度の差異は，「内容及び決定理由」よ
りも小さいと言える．
また，特筆すべき点として，「03建設・資材」は，

「内容及び決定理由」では類似度が低い業種群に含
まれていたところ，「監査上の対応」では類似度が
高い傾向がある．以上から，同一の業種であって
も，「内容及び決定理由」と「監査上の対応」では，
異なる傾向が示され得るという示唆が得られた．

4.2.2 監査法人別の類似度の傾向
「内容及び決定理由」の類似度 一次元配置分散
分析の結果，p値が 0.001だった．従って，本データ
セットの「内容及び決定理由」には，監査法人間の
類似度の平均値に有意差があると解釈できる．
そして，事後検定を行い，有意水準 5%の下で有

意差が確認できた監査法人の組み合わせを抽出し
た．これに対して，表 3に示すとおり，類似度の高
い監査法人と類似度の低い監査法人に分類したとこ
ろ，類似度の低い監査法人は全て準大手監査法人 G
法人となり，大手監査法人は類似度が高い傾向が見
受けられた．以上から，「内容及び決定理由」の類似
度は，監査法人による傾向の差異があると言える．
「監査上の対応」の類似度 一次元配置分散分析
の結果，p値は 0.087と，有意水準 5%の下で有意差
が確認できなかった．従って，「監査上の対応」に
は，監査法人による傾向の差異があると言えない．

5 おわりに
本研究では，2021年 3月期と 2022年 3月期にお
ける各上場会社の KAMを対象に，前例踏襲の程度
に関する傾向を分析した．実験の結果，上場会社の
業種や監査人の所属する監査法人によって，KAM
の「内容及び決定理由」と「監査上の対応」のそれ
ぞれについて，類似性の傾向が異なることが示唆さ
れた．今後の課題としては，類似度の傾向差異の要
因に関する詳細な分析や，より広範な上場会社又は
より長期的な期間を対象とした分析が挙げられる．
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A 業種別及び監査法人別の類似度の一覧

表 4 業種別の類似度の一覧
ID 業種 会社数 内容及び決定理由 監査上の対応

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
1 食品 61 0.861 0.166 0.876 0.146
2 エネルギー資源 9 0.895 0.136 0.923 0.060
3 建設・資材 141 0.855 0.123 0.934 0.106
4 素材・化学 147 0.858 0.148 0.884 0.134
5 医薬品 23 0.878 0.102 0.912 0.072
6 自動車・輸送機 75 0.871 0.134 0.906 0.122
7 鉄鋼・非鉄 51 0.825 0.172 0.873 0.136
8 機械 116 0.843 0.152 0.888 0.128
9 電機・精密 157 0.858 0.157 0.895 0.132
10 情報通信・サービスその他 322 0.846 0.169 0.881 0.147
11 電力・ガス 21 0.862 0.122 0.896 0.107
12 運輸・物流 83 0.910 0.118 0.914 0.119
13 商社・卸売 158 0.864 0.158 0.884 0.153
14 小売 69 0.927 0.113 0.930 0.090
15 銀行 69 0.939 0.065 0.933 0.061
16 金融（除く銀行） 49 0.925 0.096 0.935 0.095
17 不動産 34 0.914 0.128 0.937 0.099
全体 1585 0.867 0.148 0.899 0.129

表 5 監査法人別の類似度の一覧
区分 業種 会社数 内容及び決定理由 監査上の対応

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
大手監査法人 A法人 465 0.856 0.147 0.893 0.134

B法人 411 0.885 0.141 0.914 0.113
C法人 409 0.870 0.149 0.896 0.138
D法人 74 0.872 0.125 0.898 0.112

準大手監査法人 E法人 105 0.862 0.141 0.895 0.123
F法人 34 0.866 0.176 0.911 0.150
G法人 40 0.779 0.194 0.851 0.142
H法人 22 0.856 0.176 0.871 0.149
I法人 25 0.908 0.130 0.911 0.127

全体 1585 0.867 0.148 0.899 0.129
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